
静岡県公立大学法人授業料等の減免等に関する規程 

平成 19年４月１日 規程第 23号 

改正平成 22年４月１日、平成 24年４月１日 

令和２年３月 1日、令和６年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この規程は、静岡県公立大学法人の授業料及び入学料の減免の取扱い（大学等にお

ける修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）の規定に基づく減免を除く。）につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

(授業料等の減免の対象者） 

第２条 静岡県公立大学法人授業料等に関する規則（平成 19 年４月１日規則第 21 号。以

下「規則」という。）第 10条第２項の経済的理由により授業料の納付が困難と認められ

る者とは、次の各号のいずれかに該当し、かつ、学長が認める者とする。ただし、著しい

成績不振者及び進級要件又は卒業要件を満たさずに留年中の者を除く。 

(1) 次のいずれにも該当する者 

ア 学部若しくは短期大学部の学生のうち大学等における修学の支援に関する法律施

行規則（令和元年文部科学省令第６号）第 10条第１項第２号から第７号までに該当

する者又は大学院の学生 

イ 本人の属する世帯(同居、別居を問わず生計を一にする家族をいう。以下同じ。)全

員について、地方税法(昭和 25年法律第 226号)の規定により市町村民税の均等割が

非課税の者 

ウ 日本国外に居住する本人の属する世帯の構成員（以下「世帯員」という。）から日

本国内に居住する本人の属する世帯員への金銭等の給付がある場合にあっては、前年

１年間の給付金額が、次の表の左欄に掲げる世帯員の人数の区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に定める金額(以下「基準金額」という。)を超えない者 

日本国内に居住する本人の属する

世帯員の人数(本人を含む。) 

基準金額 

１人 110万円 

２人 160万円 

３人以上 160万円に２人を超える１人ごとに 50万

円を加算した金額 

エ 国籍法(昭和 25年法律第 147号)に規定する日本の国籍を有する者、日本国との平

和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法(平成３年法

律第 71号)に規定する特別永住者である者又は出入国管理及び難民認定法(昭和 26年

政令第 319 号)別表第２に規定する永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等若

しくは定住者の在留資格を有する者(以下「日本人等」という。)  

(2) 次のいずれかに該当する者(前号に該当する者を除く。) 

ア 次のいずれにも該当する者 



(ｱ) 前号ア、イ及びエに掲げる要件に該当する者 

(ｲ) 日本国外に居住する本人の属する世帯員から日本国内に居住する本人の属する

世帯員への金銭等の給付がある場合にあっては、前年１年間の給付金額が、基準金

額に規則の別表に規定する授業料(年額)の半額を加えた金額を超えない者 

イ 次のいずれにも該当する者 

(ｱ) 前号ア、ウ及びエに掲げる要件に該当する者 

(ｲ) 本人の属する世帯全員について、地方税法の規定により市町村民税の所得割が

非課税又は課税額０円の者 

２ 規則第 10条第２項のその他特別の理由があると認められる者とは、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

(1) 授業料については、入学前１年以内又は入学後において、本人の属する世帯の主たる

家計支援者が天災その他の災害により著しい損害を受け、授業料の納付が困難となっ

た者で、かつ、学長が認める者 

(2) 入学料については、入学料納付手続日前１年以内において、本人の属する世帯の主た

る家計支援者が天災その他の災害により著しい損害を受け、入学料の納付が困難とな

った者で、かつ、学長が認める者 

(3) 授業料滞納又は行方不明により除籍された者 

(4) 死亡した者 

(5) その他やむを得ない事情があると学長が認める者 

（授業料減免の承認学期） 

第３条 授業料減免の承認学期については、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同

表の右欄に定める学期について承認する。 

区分 承認学期 

(1) 第５条第１項の表第１号に該当する者 前期及び後期 

(ただし、同項に規定する 10月入学者が、

標準修業年限最終年の前期分の授業料につ

いての申請を行う場合は、前期) 

(2) 第５条第１項の表第２号に該当する者 後期 

(3) 第５条第１項の表第３号に該当する者 前期又は後期 

(4) 第５条第１項の表第５号に該当する者 前期又は後期 

 

  



（減免の額） 

第４条 減免の額については、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める額とする。 

（減免の申請・納付猶予） 

第５条 減免を受けようとする者は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の

中欄に定める申請書に学長が必要と認める書類を添えて、同表の右欄に定める期限まで

に学長に提出しなければならない。 

  ただし、第２条第１項第１号又は第２号に該当する後学期入学者(以下「10月入学者」

という。)が、入学時の学期分の授業料についての申請を行う場合は、次の表の第 2号の

区分により申請を行うものとする。 

  なお、学長は、やむを得ない事情があると認める場合には、申請期限を変更すること

ができる。 

区分 申請書 申請期限 

(1)  第２条

第１項第

１号又は

第２号に

該当する

者 

 

一次 

申請 

様式第１号 前期授業料納期限の１か月前 

(ただし、入学時の学期分の授業料についての

申請を行う場合は、別に定める期限) 

二次 

申請 

様式第２号 ７月 15日 

区 分 減免の額 

授 業 料 入 学 料 

(1) 第２条第１項第１号に該当する者 全額  

(2) 第２条第１項第２号に該当する者  半額  

(3) 第２条第２項第１号に該当する者 

① 全壊（全焼） 

② 半壊（半焼） 

③ 床上浸水 

 

全額(２期を限度) 

半額(２期を限度) 

１/３に相当する額 

(当期限り) 

 

(4) 第２条第２項第２号に該当する者 

① 全壊（全焼） 

② 半壊（半焼） 

③ 床上浸水 

  

全額 

半額 

１/３に相当する額 

(5) 第２条第２項第３号又は第４号に該当

する者 

全額  

(6) 第２条第２項第５号に該当する者 全額、半額又は 

１/３に相当する額 

全額、半額又は 

１/３に相当する額 



(2) 前号に掲げる者

のうち一次申請を

行わなかった者 

様式第３号 後期授業料納期限の１か月前 

(ただし、10月入学者が、入学時の学期分の授

業料についての申請を行う場合は、別に定め

る期限) 

(3) 第２条第２項第

１号に該当する者 

様式第３号 授業料納期限の１か月前（ただし、入学時の学

期分の授業料についての申請を行う場合は、

別に定める期限） 

(4) 第２条第２項第

２号に該当する者 

様式第３号 入学手続を行うとき 

(5) 第２条第２項第

５号に該当する者 

様式第３号 授業料納期限の１か月前（ただし、入学時の学

期分の授業料についての申請を行う場合は、

別に定める期限） 

２ 前項の表第１号又は第４号に規定する申請を行った者の前期授業料又は入学料の納期

限は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める期限に変更された

とみなす。 

区分 納期限 

(1) 前項の表第１号に規定する一次申請を行い、受理

された者(明らかに要件に該当しない者を除く。) 

７月 15日 

(2) 前項の表第１号に規定する一次申請の後に二次

申請を行い、受理された者(明らかに要件に該当し

ない者を除く。) 

８月 31日 

(3) 前項の表第４号の区分により申請を行い、受理さ

れた者(明らかに要件に該当しない者を除く。) 

４月 25 日(ただし、10 月入

学者については、10月25日) 

３ 学長は、前項に規定する以外に、第１項に規定する申請を行った者に対して、納付を猶

予することができる。 

（減免の決定） 

第６条 学長は、前条第１項の申請書を受理したときは、実情を調査し、速やかに減免の承

認又は不承認を決定し、様式第４号により通知するものとする。 

  ただし、同項の表第１号に該当するとして一次申請を行った者に対しては、二次申請の

書類を受理した後に減免の承認又は不承認を決定し、通知するものとする。 

２ 学長は、第２条第２項第３号又は第４号に該当する者について、減免を決定することが

できる。 

（減免の取消し） 

第７条 学長は、減免の承認を受けた者が次のいずれかに該当する場合は､その承認の全

部又は一部を取り消すことができる。 



 (1) 申請内容に誤りがあった場合 

(2) 偽りその他不正の手段により承認を受けた場合 

(3) 減免の承認を受けた者が、授業料の納期限を守らない場合 

(4) 第２条に規定する要件に該当しなくなった場合 

（減免決定・取消の報告） 

第８条 学長は、前２条の規定による減免の決定又は取消しを行った場合は、その旨を直

ちに理事長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告は、減免の決定にあっては様式第５号に、減免の取消しにあって

は様式第６号により行わなければならない。 

（委任） 

第９条 この規程の実施に関し必要な事項は、学長が定めるものとする 

附 則 

(施行期日) 

１ この規程は、平成 19年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規程の施行前にした平成 19年度の静岡県立大学授業料及び入学料減免取扱要綱

第５条第１項の規定による授業料の減免の申請は、この規程の第５条第１項によりした

ものとみなす。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規程は、平成 22年４月１日から施行する。 

(準備行為) 

２ 改正後の静岡県公立大学法人授業料等の減免等に関する規程(以下「新規程」という。)

による授業料及び入学料の減免の申請は、平成 22 年３月 31 日以前においても、新規程

第５条第１項の規定の例により行うことができる。 

(経過措置) 

３ 改正前の静岡県公立大学法人授業料等の減免等に関する規程(以下「旧規程」とい

う。)第２条第１項第１号に該当し平成 21年度後期授業料の減免を受けた者に係る平成

22年度前期授業料については、新規程第２条第１項第１号に該当しないと認められる場

合においても、学長は、旧規程に準じて減免することができる。 

４ 第４条の表第４号の規定に関わらず、第２条第１項第３号に該当する者(返済不要の奨

学金等の月額受給額が 10万円以上の者を除く。)の平成 22年度前期授業料の減免の額は、

全額とする。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規程は、平成 24年４月１日から施行する。 

附 則 



(施行期日) 

１ この規程は、令和２年３月１日から施行する。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この規程は、令和６年４月１日以後に入学した者について適用し、同日前から引き続き

在学する者についてはなお従前の例による。 

  



 (様式第１号) 

  年度授業料減免一次申請書・授業料納付猶予申請書 

( 日本人等 ) 

 

 私は、授業料を減免していただきたいので、一次申請をいたします。 

 また、    年度前期授業料の納付を二次申請の申請期限(    年  月  日)まで猶予

していただきたく併せて申請いたします。 

 なお、二次申請の申請書を提出しない場合には、授業料減免申請については、取下げたと

みなしてくださるようお願いいたします。 

 

            学長 様 

  年  月  日   

申

請

者 

ﾌﾘｶﾞﾅ  学 部       学科 

研究科       課程 

学 府       課程 

第  学年 
氏名           ㊞ 

学籍 

番号 

 

 

入学 

年度 
   年度 

研究室名  

研究室電話番号  

申請者 

の住所 

〒                        (自宅・アパート・その他) 

 

 電話番号                  携帯電話番号 

メールアドレス 

家族の 

住所 

〒                       

 

 電話番号 

保証人  

ﾌﾘｶﾞﾅ  申請者との 

続柄 

 

氏名                 ㊞ 

住所 

〒 

 

電話番号 

申請理由 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



 

申請者の属する世帯(同居、別居を問わず生計を一にする家族)の状況 

(日本人等) 

前回の申請  １ 申請した(全額免除・半額免除・不承認)   ２ 申請しない   

世帯員 

主たる家

計支援者

(○) 

別居者(△) 

国外居住者

(×) 

続柄 氏  名 
年

齢 
職業 

勤務先・ 

学校名 

勤務先 

勤務 

始期 

国外居住者

からの 

給付額 

市町村民税 

※事務局 

記入欄 

本人   本人        

家族 

          

          

          

          

          

          

          

          

 

 



(様式第２号) 

  年度授業料減免二次申請書・授業料納付猶予申請書 

( 日本人等 ) 

 

 私は、授業料を減免していただきたいので、二次申請をいたします。 

 また、    年度前期授業料の納付を    年  月  日まで猶予していただきたく併

せて申請いたします。 

  

            学長 様 

  年  月  日   

申

請

者 

ﾌﾘｶﾞﾅ  学 部       学科 

研究科       課程 

学 府       課程 

第  学年 
氏名           ㊞ 

学籍 

番号 

 

 

入学 

年度 
   年度 

研究室名  

研究室電話番号  

申請者 

の住所 

〒                        (自宅・アパート・その他) 

 

 電話番号                  携帯電話番号 

メールアドレス 

家族の 

住所 

〒                       

 

 電話番号 

保証人  

ﾌﾘｶﾞﾅ  申請者との 

続柄 

 

氏名                 ㊞ 

住所 

〒 

 

電話番号 

申請理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

申請者の属する世帯(同居、別居を問わず生計を一にする家族)の状況 

(日本人等) 

前回の申請  １ 申請した(全額免除・半額免除・不承認)   ２ 申請しない   

世帯員 

主たる家

計支援者

(○) 

別居者(△) 

国外居住者

(×) 

続柄 氏  名 
年

齢 
職業 

勤務先・ 

学校名 

勤務先 

勤務 

始期 

国外居住者

からの 

給付額 

市町村民税 

※事務局 

記入欄 

本人   本人        

家族 

          

          

          

          

          

          

          

          

 

 



 (様式第３号) 

  年度(前期・後期)授業料・入学料減免申請書 

( 日本人等 ・ 外国人留学生 ) 

 

 私は、    年度(前期・後期)授業料・入学料を減免していただきたいので、申請をいた

します。 

 また、入学料の納付を    年  月  日まで猶予していただきたく併せて申請いたしま

す。 

 

            学長 様 

  年  月  日   

申

請

者 

ﾌﾘｶﾞﾅ  学 部       学科 

研究科       課程 

学 府       課程 

第  学年 
氏名           ㊞ 

学籍 

番号 

 

 

入学 

年度 
   年度 

研究室名  

研究室電話番号  

申請者 

の住所 

〒                        (自宅・アパート・その他) 

 

 電話番号                  携帯電話番号 

メールアドレス 

家族の 

住所 

〒                       

 

 電話番号 

保証人 

(外国人留学

生は国内連

絡先) 

ﾌﾘｶﾞﾅ  申請者との 

続柄 

 

氏名                 ㊞ 

住所 

〒 

 

電話番号 

申請理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



申請者の属する世帯(同居、別居を問わず生計を一にする家族)の状況 

(日本人等) 

前回の申請 １ 申請した(全額免除・半額免除・１／３免除 不承認)  ２ 申請しない   

世帯員 

主たる家

計支援者

(○) 

別居者(△) 

国外居住者

(×) 

続柄 氏  名 
年

齢 
職業 

勤務先・ 

学校名 

勤務先 

勤務 

始期 

国外居住者

からの 

給付額 

市町村民税 

※事務局 

記入欄 

本人   本人        

家族 

          

          

          

          

          

          

          

          

 

(外国人留学生) 

前回の申請 １ 申請した(全額免除・半額免除・１／３免除 不承認)  ２ 申請しない 

世帯員 

主たる家計

支援者(○) 

続柄 氏  名 

年

齢 

職業 
勤務先・ 

学校名 

勤務先 

勤務始期 

   年度収入

見込額 

国外居住者から

の給付(見込)額 

本人  本人        

日本国内に  

居住する 

家族 

         

         

        

    年度 

年度 

日本国外に  

居住する 

家族 

        
 

 

        
 

 

        
 

 

        
 

 
 

 



(様式第４号) 

 

       授業料   承 認 

    減免     決定通知書 

       入学料   不承認 

 

 

            （学部・研究科・学府） 

            （学科・専攻） 

            （学籍番号） 

            （氏   名） 

 

                       前期 授業料 

    年 月 日付けで申請のあった   年度      の 

                       後期 入学料 

減免について、下記のとおり通知します。 

 

記 

 
         前期 授業料      承 認 

    年度       の減免を     する。 

         後期 入学料      不承認 

 

  ※ 減免額       円 

（全 額・半 額・１／３に相当する額） 

 

 

       年  月  日 

 

 

 

 学長 

 



（様式第5号）

　　 前 授業料 　　　承認者

　　 後 入学料 　　　不承認者

判定(前期) 減免承認額(前期)

判定(後期) 減免承認額(後期)

１　承認者と不承認者は別葉とすること

２　授業料減免と入学料減免は別葉とすること

３　日本人等と外国人留学生は別葉とすること

合　　　　　　　計

学籍番号 備　　考学年
学　部・学科
研究科・課程
学　府・課程

氏　　名No

　年度　　　期　　　　　減免　　　  　一覧表



（様式第6号）

　　　　授業料

　　　　入学料

学籍番号 氏　名

【取消年月日】　　　　　　　　　　　　
　　　　　　年　　月　　日　　

【取消しの年度・学期】
　授業料　　　　　年度　　　前期　・　後期　

　入学料　　　　　年度

【取消しの内容】

【取消該当項目】

　　□　申請内容に誤りがあった場合

　　□　偽りその他不正の手段により承認を受けた場合　

　　□　減免の承認を受けた者が、授業料の納期限を守らない場合

　　□　第2条に規定する要件に該当しなくなった場合

【備考】

　静岡県公立大学法人授業料等の減免等に関する規程第7条第　号に該当し、

減免の承認を取消したので報告します。　

　　　　年　　月　　日

　　　　　学長

１　備考欄には、取消後納入することとなる授業料等の納入について記載すること

　　　　　　　　　　　　　　（学部・学科　研究科・課程　学府・課程）

　　　減免取消しに係る報告書

取消
対象者




